
令和元年度 岡山県日本型直接支払等推進委員会の議事要旨 

 

1 日時 令和元年 5月 14 日(火) 13:30～16:30 

2 場所 メルパルク岡山（岡山市北区桑田町 1-13） 

3 協議等事項 

(１) 平成 30 年度 中山間地域等直接支払交付金の実施状況について 

(２) 中山間地域等直接支払制度に係る第４期対策最終評価について 

(３) 平成 30 年度 環境保全型農業直接支払交付金の実施状況について 

(４) 平成 30 年度 多面的機能支払交付金の実施状況について 

4 協議等の内容 ※■委員の意見 □事務局の回答 

(１) 平成 30 年度 中山間地域等直接支払交付金の実施状況について 

(２)中山間地域等直接支払制度に係る第４期対策最終評価について 

■第 1期から第 4期対策までの効果として、「新たな人材の受入が行われた」や「協

定参加者の世代交代（若返り）が進んだ」が上がっていないのはどうしてか。 

□新規就農者や移住者が加わった集落もあるが、少ない。また、世代交代もされてい

るが、平均年齢を見てみるとあまり変わらないことから、若返り出来ているとは言

いがたく効果としてはあげていない。 

■若返る事を重視するのでは無く、計画的に担い手が確保出来ていることが大事。世

代交代できているなら効果とみられるのではないか。また、「都市住民との交流」

にも効果が無いようになっているが、交流している集落はある。全体を見れば少数

のため、効果として書きにくいかもしれないが、実践している集落もあることを記

載してはどうか。 

■県の評価では市町村評価を総じて記載するため、難しいかもしれないが、第三者委

員会の意見として記載してはどうか。 

■今後の課題について、集落の事務負担が大きいと聞くが、研修会等は実施している

のか。 

□研修会は実施していないが、事務運営の手引きを作成し集落へ配布している。しか

し、現状のままでは事務負担軽減にはならないため、集落協定の広域化を図る等事

務軽減に向けて取り組んでいるところ。 

■課題として「行政との連携不足」が挙がっていない。行政側の評価としては充分か

もしれないが、集落からすれば永遠の課題であり、満点にならない問題でないか 

□第三者委員会の意見として記載する。 

■中山間地域の中でも恵まれた地域で担い手のいる集落には良い制度だが、１ha を

集めることが困難な小規模集落や担い手のいない集落は制度に参加することも出来

ない。 

■農作業の省力化に関してスマート農業技術という文言が出てくるが、どういった物

か。 



□ドローンによる防除や自走式草刈機といった物。出来るだけ広域化を進めることで

資金力を高め、集落に有効な農機具を購入することで限られた労働力をサポート出

来るのでは無いかと考えている。 

■西日本豪雨で被災のあった集落協定も交付金を活用して、多くが復旧を進めてい

る。このことも第三者委員会の意見としてはどうか。 

□第三者委員会の意見として記載する。 

 

(３) 平成 30 年度 環境保全型農業直接支払交付金の実施状況について 

■ＧＡＰの実施について確認はどのように行うのか。 

□ＧＡＰについては、実施事項が３項目あり、計画と実績を記載し、それぞれ市町村

が確認する事になっている。 

■岡山県の取組面積が少ないのはどうしてか。 

□全国的に水稲の取組面積が多く、カバークロップ等をすき込むといった取組がある

が、岡山県は水稲の裏作として小麦や大麦、加工業務野菜を作付けることが多く、

すき込まず収穫するものになり、販売により収益があがるため、交付金の対象とな

らない。県では有機無農薬栽培を環境型農業の頂点として進めてまいりたい。 

 

(４) 平成 30 年度 多面的機能支払交付金の実施状況について 

■多面的機能支払と中山間地域等直接支払が同じ組織に交付されることはあるのか。 

□同じ組織に交付することは出来る。 

■多面的機能支払と中山間地域等直接支払の事務作業を一緒にする要望はないのか。 

□要望はあるが、制度が違うため一緒にはならない。事務ソフトも多面的機能支払で

必要な様式は作成できるが、中山間地域等直接支払では使えない。 

■日本型直接支払の３事業については、国で確定申告のように様式を統一して電子

化、省力化出来るように国へ要望してはどうか。 

□多面的機能支払については事務負担軽減について、国でも検討されている。しか

し、全国で多種多様のやり方があり、統一は難しいため、既存ソフトの紹介や導入

に係る補助等で対応している。 

■用水路の老朽化の実態把握が出来ていれば、整備地区に対して制度の啓発を行い、

取組を促すことができるのではないか。 

□公共施設の老朽化の実態把握については、県や市町村等管理者が把握しており、制

度活用についても啓発している。 

■被災に関して、制度の活用はどうしているのか。 

□正に、被災や異常気象時の応急措置に使える事業であることをＰＲしている。通

常、小さな修繕であっても公共事業となると実施するまでに時間がかかるが、多面



的機能支払であれば、組織の合意があれば実施できるため、保険の様に平常時から

取組んでもらえるよう推進している。 

■女性はこのような制度は知らない。若者はいなくても女性は多くいる。是非、制度

についてわかり優しく教えてもらえる場を作って欲しい。 

□国からも女性の活躍について増やすよう言われている。御意見を大切にして進めて

いく。 

 

 ○総括  

■委員さんの御意見を参考にしていただき、今後の推進に役立てて欲しい。 


